
為替週間展望＝ドル円は１０８円台を中心に堅調な推移か

　　　　　　　　　　［９月１６日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    9 月 9 日～ 9 月 13 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  106.86   108.26(13)    106.76( 9)    108.06   +1.14

ユーロ・ドル  1.1028   1.1087(12)    1.0927(12)    1.1080   +0.0051

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    21,988.29     +788.72     日本10年債利回り  -0.158   +0.079

ダウ平均株価    27,182.45     +384.99     米10年債利回り     1.772   +0.211

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１６日　英９月ライトムーブ住宅価格

　　　　中国８月鉱工業生産指数、中国８月小売売上高

　　　　米９月ＮＹ連銀製造業景気指数

１７日　豪第２四半期住宅価格指数

　　　　豪中銀（ＲＢＡ）理事会議事録

　　　　独９月ＺＥＷ景況感指数

　　　　カナダ７月製造業出荷

　　　　米８月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米７月対米証券投資

１８日　ＮＺ第２四半期経常収支

　　　　日本８月貿易収支

　　　　英８月消費者物価指数、英８月生産者物価指数、英８月小売物価指数

　　　　ユーロ圏８月消費者物価指数確報値

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米８月住宅着工・許可件数

　　　　カナダ８月消費者物価指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、17～18日）政策金利

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

１９日　ＮＺ第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　豪８月雇用統計

　　　　日銀金融政策決定会合（18～19日）・金融政策発表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利

　　　　ユーロ圏７月経常収支

　　　　英８月小売売上高

　　　　英中央銀行（ＢＯＥ）政策金利

　　　　米第２四半期経常収支

　　　　米９月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数

　　　　米８月中古住宅販売件数、米８月景気先行指数

２０日　日本８月消費者物価指数

　　　　独８月生産者物価指数

　　　　カナダ７月小売売上高

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米中協議再開のニュースは市場にポジティブに受け止められている

が、米中協議に具体的な進展があったわけではなく、一気に上値を追う展開とはなりに
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くく、ドル円は１０６～１０７円台を中心とするもみ合いになるとした。

　　　　

【米中の歩み寄りでリスク回避の動きが後退】

　米中貿易協議の進展への期待感で、日米の株価が上昇、ドル円はドル買い円売りの動

きから、徐々に上値を追う動きを見せている。米中が歩み寄りの姿勢を見せていること

で、リスク回避の動きが後退している。

　　

　１０日に中国の通信機器大手の華為技術（ファーウェイ）が米国に対する訴訟を一部

取り下げたと報じられた。同社への制裁が緩和されれば、中国が米国産の農産物を輸入

に動くという。また、１０日に香港のサウスチャイナ・モーニング・ポスト紙が「中国

は米国と貿易協議で米農産品の購入拡大で合意の見込み」だと伝えたことも両国の対立

緩和につながった。

　　

　１１日に中国共産党の機関紙である人民日報の系列で国際ニュースなどを配信する環

球時報の胡編集長が中国が貿易戦争緩和に向けた措置を開始とツイートしたことなども

豪ドル買いや円売りの動きにつながった。

　　

　１１日のＮＹ時間には、中国が１６品目の米製品を追加報復関税から免除すると発表

したことで市場では米中貿易協議への期待が高まり、ＮＹダウは２２７ドル高と６日続

伸、ドル円は１０７円台後半まで上昇した。日本時間の１２日朝にトランプ米大統領が

「１０月１日予定の対中関税率引き上げを１５日に変更」とツイートしたことが好感さ

れて、ドル円は１０８円台に乗せている。１２日にはＮＹダウが７日続伸、ドル円は１

０８円台前半まで上昇するなど堅調な推移を見せた。

　　

　米中両国が貿易協議へ向けて、歩み寄りの姿勢を見せており、貿易摩擦や緊張緩和に

動くようだと、世界的な景気減速への警戒感が後退することとなる。こうした状況は各

国の株高、円売りの動きにつながりやすくなる。

　　

　１３日時点でのＣＭＥ　ＦＥＤウォッチでは、９月１７～１８日の米連邦公開市場委

員会（ＦＯＭＣ）での０．２５％の利下げ確率は９１％前後となっている。一時は１０

０％近い確率だったものの、米中の摩擦改善や米経済指標に堅調なものがみられること

などから、利下げ確率は低下している。もっとも９月の利下げはほぼ確実とみられてい

る。なお、日銀は従来と比べて追加緩和に前向きとの見方が出ており、１８～１９日の

日銀金融政策決定会合で何らかの緩和策を打ち出してくると円売りにつながる可能性も

ある。

　　

　９月のＦＯＭＣでの０．２５％の利下げはほぼ確実で、すでにマーケットには織り込

まれているとみられる。それよりも米中貿易協議の進展への期待感の方が勝り、株高や

ドル買い円売りにつながる可能性が高い。米中の歩み寄り姿勢が続くようなら、ドル円

は堅調な流れが継続することになりそうだ。ドル円は上昇が続いてきたこともあり、緩

やかな上昇にとどまり、１０８円台を中心に堅調に推移するとみられる。ドル円の目先

の予想レンジは、１０６．８０～１０９．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１６日に米９月ＮＹ連銀製造業景気指

数、１７日に米８月鉱工業生産・設備稼働率、米７月対米証券投資、１８日に日本８月

貿易収支、米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米８月住宅着工・許可件数、米連邦公開市場

委員会（ＦＯＭＣ、１７～１８日）政策金利、パウエルＦＲＢ議長記者会見、１９日に

日銀金融政策決定会合（１８～１９日）・金融政策発表、黒田日銀総裁記者会見、米第

２四半期経常収支、米９月フィラデルフィア連銀景況指数、米新規失業保険申請件数、

米８月中古住宅販売件数、米８月景気先行指数、２０日に日本８月消費者物価指数など

がある。

　　

【ＥＣＢ理事会では量的緩和再開を決定】

　１２日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、市場予想の通り中銀預金金利が従来の

－０．４％から－０．５％に引き下げられた。注目されていた量的緩和（ＱＥ）再開に

関しては、１１月から２００億ユーロの国債などを買い入れることを決定した。



　ユーロドルやユーロ円はＥＣＢの発表後に大きく売られたものの、その後は買い戻し

の動きから大きく値を戻した。なお、ドイツやオランダはＱＥ再開に反対を表明したも

ようで、今後、一段の緩和策が打ち出せなくなる可能性も指摘されている。ユーロドル

は方向性を探る動きとなり、もみ合いで推移するとみられる。ユーロドルの目先の予想

レンジは、１．０９００～１．１１５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１６日に英９月ライトムーブ住宅価格、中

国８月鉱工業生産指数、中国８月小売売上高、１７日に豪第２四半期住宅価格指数、豪

中銀（ＲＢＡ）理事会議事録、独９月ＺＥＷ景況感指数、カナダ７月製造業出荷、１８

日にＮＺ第２四半期経常収支、英８月消費者物価指数、英８月生産者物価指数、英８月

小売物価指数、ユーロ圏８月消費者物価指数確報値、カナダ８月消費者物価指数、１９

日にＮＺ第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）、豪８月雇用統計、スイス銀行（ＳＮＢ）政

策金利、ユーロ圏７月経常収支、英８月小売売上高、英中央銀行（ＢＯＥ）政策金利、

２０日に独８月生産者物価指数、カナダ７月小売売上高などがある。

　　

（ミンカブ　佐藤昌彦）
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